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Abstract
The objective of this paper is that in Japan, security policies has been progressed when 
ruling parties and opposition parties are very close in the National Diet. It is opposite to the 
conventional argument of Japanese politics which security policies could be developed when 
conservative Liberal Democratic Party (LDP) secure stable majority seats in the National 
Diet. The case study in this paper is policy-making process of the “New Security Bill in 2015.
In this process, Komeito, which forming coalition government with LDP, became realistic to 
the security issues and cooperated with LDP. It can be pointed out that Komeito contributed 
on development of New Security Bill. On the other hand, in the National Diet sessions, 
opposition parties, such as Democratic Party of Japan, Social Democratic Party, Japan 
Communist Party ruling parties, strongly opposed to the ruling parties. Opposition parties 
lost reality to get power and manage government in the near future. In order to survive in 
the next election, they have to show their presence in the National Diet.
1．はじめに



























心とする保守派政治家に働きかけて、2014 年 7 月の安倍政権による「集団的自衛権限定的行
使容認に閣議決定」に至るまでの過程を記述する。











して行動すると指摘している（Downs, 1957; 加藤 , 1997 など）。それは、官僚など様々な政治



























自民党と歩み寄り、この構想の実現につながったのである（原 , 2014: 287-326）。
次に、自民党と社会党・さきがけの連立だった村山富市内閣（1994 年 6 月-1996 年 1 月）
が挙げられる。社会党は 55 年体制下の野党として、「自衛隊違憲、日米安保廃棄」を主張して
きた（水野 , 2000; 森 , 2002）だが、村山首相は就任直後、自民党の安保政策の転換を要求す
るどころか、国会で「自衛隊合憲、日米安保堅持」と発言して、社会党の政策転換を強行して
しまったのだ。
更に、1998 年 7 月の参院選挙で自民党が惨敗を喫して橋本龍太郎内閣が総辞職した後に発
足した小渕恵三内閣（1998 年 7 月- 2000 年 4 月）は、参院で与野党逆転しており政権基盤は
極めて不安定だったが、巧みな工作の末、自由党・公明党と連立政権を組んだ。そして、「周
辺事態法（日米ガイドライン）」「憲法調査会発足」「国旗 ･ 国家法」「通信傍受法」「国民総背




また、小泉純一郎内閣（2001 年 4 月- 2006 年 9 月）でも「テロ特措法」「有事関連三法」な
どが、公明党の現実的な対応によって成立した。「平和の党」公明党は、連立政権に加わった後、
自民党の歯止めになるどころか、むしろ政権担当能力を示すために積極的に法案に賛成したの
である（信田 , 2006: 77-102）。
これに対して、2005 年の衆院選後に連立与党が 3 分の 2 の議席を獲得してから安全保障政
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の国会会期が他の議院内閣制の国と比べて極めて短い」からである。外国と比較してみると、





























































遣を実現させた（田村 , 2015; 信田 , 2004: 51-126）。
しかし、国際貢献の更なる拡大の必要性を感じる国際派は、憲法上禁止されている集団的自
衛権の行使容認の機会を伺っていた。2000 年 7 月、第二次森内閣で安倍晋三が内閣官房副長
官に就任したことで、集団的自衛権行使を求める勢力は安倍に接近した。2005 年 10 月、安倍
が官房長官として初入閣した。安倍は「ポスト小泉」を見据えながら、集団的自衛権行使容認
に向けて、綿密な検討を開始した（朝日新聞政治部取材班 , 2015）。
2006 年 9 月、安倍は首相に就任すると、有識者会議「安全保障の法的基盤の再構築に関す
る懇談会」（安保法制懇）を立ち上げた。（1）米艦船に対する攻撃への応戦（2）米国に向かう
弾道ミサイルの迎撃（3）他国部隊などへの「駆けつけ警護」（4）他国への後方支援の、集団
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的自衛権行使の 4 類型について、検討を始めたのだ。しかし、2007 年 9 月、安倍政権が退陣
に追い込まれたため、検討は一旦頓挫することとなった（田村 , 2014）。
2012 年 12 月の総選挙に勝利することで、安倍は首相に復帰し、第二次安倍政権がスタート
した。安倍政権は、集団的自衛権行使についての憲法解釈の変更が可能かを、内閣法制局に












求めた（阪田 , 2016: 12-16）。この報告書に基づき、2014 年 7 月 1 日、安倍政権は集団的自衛
権の限定的行使を容認し、自衛隊による他国の後方支援を拡充する閣議決定を行った（田村 , 
2015; 植木 , 2014: 60-64）。
4．安全保障法制を巡る自民党と公明党の与党事前協議



















































































































































































れている（斎藤他 , 2015）。60 年安保で国会をデモが取り囲んだ時、「私は声なき声を聴く」と
言い、強行採決した岸信介首相（当時）は、安倍首相の祖父である。安倍首相が、祖父を倣っ
て「声なき声」の存在を信じたことは、容易に想像できる。
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